
有価証券報告書を定時株主総会前に提出する場合の留意点

 有価証券報告書（以下「報告書」という。）を株主総会前に提出する場合、その記載事項のうち、定時株主
総会又はその直後の取締役会の決議事項となっている事項について、その旨及びその概要を記載するこ
ととされている。

 そのため、これまで総会前開示を実施していなかった者が総会前開示を始めるに当たっては、報告書の記
載内容に変更が必要となる点があることから、その便宜に供するため、留意点をとりまとめた。

＜参照条文＞

企業内容等の開示に関する内閣府令（昭和48年大蔵省令第５号）第３号様式

（記載上の注意）

（１） 一般的事項

ｇ この報告書を当該事業年度に係る定時株主総会前に提出する場合であって、この報告書に記載
した事項及びそれらの事項に関するものが当該定時株主総会又は当該定時株主総会の直後に開
催が予定される取締役会の決議事項になっているときは、 それぞれ該当する箇所において、その
旨及びその概要を記載すること。

- 1 -

（2025年3月28日公表）

（定時株主総会前に報告書を提出する場合におけるその旨及びその概要の記載）

○ 企業内容等の開示に関する内閣府令第３号様式記載上の注意（１）ｇに規定する「その旨

及びその概要」については、報告書提出時点で定時株主総会又は当該定時株主総会の直

後に開催が予定される取締役会の決議事項とすることを予定している内容を、可能な範囲

で記載することで足りる。例えば、報告書を定時株主総会の３週間以上前に提出する場合

等において、報告書提出時点で記載できる状態になっていない事項について、開示が要求

されるものではない。

記載上の注意（１）一般的事項ｇの解釈



 また、報告書を株主総会前に提出する場合について、以下の整理がなされている。

• 報告書の添付書類とされている会社法上の計算書類及び事業報告については、株主総会に報告しよう
とする、又は、その承認を受けようとするもので足りる（注２）。

• 報告書に予定として記載した事項については、決議事項が修正又は否決された場合に、その旨及びそ
の内容について臨時報告書を提出することで足りる（報告書の訂正は求められない）（注３）。

有価証券報告書を株主総会前に提出する場合の留意点

 上場会社が総会前開示を始めるに当たって変更が必要となる報告書の記載事項としては、一般に以下が
想定される（注１）。

（注１） 記載上の注意（１）ｇは、通則規定であり、その対象となる有報の記載事項は限定されていないことから、その記載内容によってはいずれの記載事項についても対象となりうる。
（注２） 企業内容等の開示に関する内閣府令第17条第１項第１号ロ
（注３） 企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第９号の３、企業内容等開示ガイドライン24の５－23 - 2 -

 配当関係

1. 主要な経営指標等の推移
2. 配当政策

3. 配当に関する注記事項（株主資本等変動計算書関係）

 ガバナンス関係

4. コーポレート・ガバナンスの概要
5. 役員の状況
6. 監査の状況
7. 役員の報酬等

 その他

定時株主総会又はその直後の取締役会において決議を行う事項に係るもの



総会前に開示＜24年3月期＞総会後に開示＜23年3月期＞

１．主要な経営指標等の推移

第一部【企業情報】
第１【企業の概況】
１【主要な経営指標等の推移】
（１）（略）
（２）提出会社の経営指標等

（注）１．・２．（略）
３． 2024年３月期の１株当たり配当額100円00銭のうち、期末配当額
50円00銭については、2024年６月27日開催予定の定時株主総会の
決議事項になっています。

４．（略）

第一部【企業情報】
第１【企業の概況】
１【主要な経営指標等の推移】
（１）（略）
（２）提出会社の経営指標等

（注）１．・２．（略）
３．「１株当たり配当額」は、基準日が株式分割日（2023年４月１日）
前のため、分割前の株式に対する額を記載しています。

４．（略）

 「主要な経営指標等の推移」においては、最近５事業年度に係る１株当たり配当額が記載事項とされているため、当事業年
度に係る配当額が確定していない場合には、決議する予定の配当額を記載し、その旨を注記。

出典：信越化学工業株式会社

- 3 -



２．配当政策

総会前に開示＜24年3月期＞総会後に開示＜23年3月期＞

第４【提出会社の状況】
３【配当政策】
当社は、当期の業績及び今後の事業展開における資金需要等を勘案し、
必要な内部留保を確保しながら配当性向40％またはDOE（株主資本配当率）
５％のいずれか高い方を目安として安定的な配当を継続するとともに、株
主の皆様に対する利益還元策を適宜実施していくことを基本方針としてお
ります。当社の剰余金の配当は、期末配当として年１回を基本方針として
おり、株主総会にて決定しております。
以上を踏まえ、当期の配当は、期末配当として１株当たり42円（配当性
向：42.5％、DOE：5.6％）としました。
2024年３月期から2028年３月期までの中期経営計画期間中で配当と自己
株式の取得を合わせて総額250億円程度の株主還元を目安としております。
中期経営計画において公表したキャッシュ・アロケーションの方針に則り、
財務健全性を確保しながら、成長投資と株主還元をバランスよく実施して
まいります。
2025年３月期の配当は、期末配当として１株当たり46円（配当性向：
40.5％、DOE：5.8％）を予定しております。さらに、2024年５月１日の取
締役会にて自己株式の取得及び自己株式の公開買付け（上限5,500,100株）
を決議しております。
なお、当社は中間配当を行うことができる旨を定款に定めております。

第４【提出会社の状況】
３【配当政策】
当社は、当期の業績及び今後の事業展開における資金需要等を勘案し、
必要な内部留保を確保しながら安定的な配当を継続するとともに、株主の
皆様に対する利益還元策を適宜実施していくことを基本方針としておりま
す。
当社の剰余金の配当は、期末配当による年１回を基本方針としており、
株主総会にて決定しております。また、当社は2023年５月10日に公表した
新中期経営計画において、重要施策の一つに「資本効率を意識した経営の
強化」を掲げており、その一環として、株主還元の強化に取り組んでまい
ります。今後は、配当性向40％またはDOE５％程度を目安にベースとなる配
当は安定的に継続したうえで、業績や資金需要等を踏まえ、配当の上乗せ
や自己株式の取得を適宜実施いたします。
以上を踏まえ、当期の配当は、期末配当として１株当たり38円（配当性
向：43.1％）とすることを決定しました。
また、2024年３月期の配当は、期末配当として１株当たり38円（配当性
向：42.6％）を実施する予定です。さらに、新中期経営計画と併せて、取
締役会にて自己株式の取得（上限300万株または40億円）及び消却を決議し
ております。
なお、当社は中間配当を行うことができる旨を定款に定めております。

 「配当政策」においては、配当に係る情報（決議年月日、配当金の総額、１株当たり配当額）が注記事項とされているため、
当事業年度に係る配当が確定していない場合には、決議する予定の配当に係る情報を注記。

出典：日本ライフライン株式会社
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３．配当に関する注記事項（株主資本等変動計算書関係）

総会前に開示＜21年12月期＞総会後に開示＜20年12月期＞

第５【経理の状況】
【注記事項】
（連結株主資本等変動計算書関係）

当連結会計年度（自 2021年 1月 1日 至 2021年12月31日）
4．配当に関する事項
（1）（略）
（2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連
結会計年度となるもの

2022年3月30日開催の定時株主総会の議案として、次のとおり付議する
予定です。

第５【経理の状況】
【注記事項】
（連結株主資本等変動計算書関係）

当連結会計年度（自 2020年 1月 1日 至 2020年12月31日）
4．配当に関する事項
（1）（略）
（2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連
結会計年度となるもの

出典：ローランド株式会社

 「経理の状況」における配当に関する注記事項においては、配当に係る情報（決議年月日、株式の種類等、配当原資等）が
記載事項とされているため、当事業年度に係る配当が確定していない場合には、決議する予定の配当に係る情報を記載。

- 5 -（注） 参考事例は連結株主資本等変動計算書であるが、連結財務諸表を作成していない会社の株主資本等変動計算書関係の注記においても同様。



総会前に開示＜24年3月期＞総会後に開示＜23年3月期＞

４．コーポレート・ガバナンスの概要

第４【提出会社の状況】
４【コーポレート・ガバナンスの状況等】
（１）【コーポレート・ガバナンスの概要】
①（略）
②企業統治の体制の概要及び当該体制を採用する理由

（企業統治の体制の概要）
当社は監査役制度を採用しており、提出日（2024年６月20日）現在、取

締役は９名（内、社外取締役５名）、監査役は４名（内、社外監査役３
名）です。業務執行についての主な審議及び決定機関としては、法定の取
締役会のほか、常務委員会があり、原則として、いずれも毎月１回開催さ
れています。また、独立性の高い上記３名の社外監査役を含む合計４名の
監査役により監査役会が構成されています。さらに、当社は、社外取締役
を委員長とする「役員報酬委員会」を設置し、役員報酬の審査及び評価を
行うほか、取締役・監査役候補者の指名などの審議を行い、取締役会に答
申する体制を確保しています。なお、当社は執行役員を設けています。
（中略）
役員報酬委員会は、取締役会からの諮問に対し、上記のとおり、役員報

酬の審査及び評価を行うほか、取締役・監査役候補者の指名などの審議を
行い、取締役会に答申します。役員報酬委員会の委員長は、社外取締役
●●であり、その他の構成員は、社外取締役○○ 、社外取締役▲▲ 、代
表取締役社長△△です。

※当社は、2024年６月27日開催予定の定時株主総会の議案（決議事項）と
して「取締役９名選任の件」を提案しており、当該議案が承認可決され
ると、当社の取締役は９名（内、社外取締役５名）となります。また、
当該定時株主総会の直後に開催が予定されている取締役会の決議事項と
して「執行役員選任の件」及び「役員報酬委員会の件」が付議される予
定です。これらが承認可決された場合の取締役会の構成員及び執行役員
については、後記「（２）役員の状況①b.」のとおりであり、役員報酬
委員会の委員は、社外取締役○○ 、社外取締役◆◆、社外取締役▲▲及
び代表取締役社長△△となります。

第４【提出会社の状況】
４【コーポレート・ガバナンスの状況等】
（１）【コーポレート・ガバナンスの概要】
①（略）
②企業統治の体制の概要及び当該体制を採用する理由

（企業統治の体制の概要）
当社は監査役制度を採用しており、提出日（2023年６月30日）現在、取

締役は９名（内、社外取締役５名）、監査役は４名（内、社外監査役３
名）です。業務執行についての主な審議及び決定機関としては、法定の取
締役会のほか、常務委員会があり、原則として、いずれも毎月１回開催さ
れています。また、独立性の高い上記３名の社外監査役を含む合計４名の
監査役により監査役会が構成されています。さらに、当社は、社外取締役
を委員長とする「役員報酬委員会」を設置し、役員報酬の審査及び評価を
行うほか、取締役・監査役候補者の指名などの審議を行い、取締役会に答
申する体制を確保しています。なお、当社は執行役員を設けています。
（中略）
役員報酬委員会は、取締役会からの諮問に対し、上記のとおり、役員報

酬の審査及び評価を行うほか、取締役・監査役候補者の指名などの審議を
行い、取締役会に答申します。役員報酬委員会の委員長は、社外取締役
●●であり、その他の構成員は、社外取締役○○、社外取締役▲▲、代表
取締役社長△△です。

 「コーポレート・ガバナンスの概要」においては、企業統治の体制（設置する機関の名称、目的、権限及び構成員の氏名等）
が記載事項とされているため、決議を予定している企業統治の体制の概要を記載。

出典：信越化学工業株式会社
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５．役員の状況

総会前に開示＜X+1期＞総会後に開示＜X期＞

第４【提出会社の状況】
４【コーポレート・ガバナンスの状況等】
（２） 【役員の状況】
１．202X年６月12日（有価証券報告書提出日）現在の当社の役員の状況は、
以下のとおりです。

男性７名 女性３名 （役員の内女性の比率30％）

２．202X年６月29日開催予定の定時株主総会の議案（決議事項）として、
「取締役２名選任の件」及び「監査役１名選任の件」を上程しており、当
該決議が承認可決されますと、当社の役員の状況及びその任期は、以下の
通りとなる予定です。
なお、役員の役職等については、当該定時株主総会の直後に開催が予定

される取締役会の決議事項の内容（役職等）を含めて記載しています。

男性６名 女性４名 （役員の内女性の比率40％）

第４【提出会社の状況】
４【コーポレート・ガバナンスの状況等】
（２）【役員の状況】
提出日現在の当社の役員の状況は、以下のとおりです。

男性７名 女性３名 （役員の内女性の比率30％）

所有株式数
（株）

任期略歴生年月日氏名役職名

80・・・・▲▲入社
・当社代表取締役社長（現任）

1970年
３月７日

●●代表取締役
社長

～

60・・・・▲▲入社
・当社取締役（現任）

1975年
10月18日

○○取締役

所有株式数
（株）

任期略歴生年月日氏名役職名

60・・・・◆◆入社
・当社代表取締役社長（現任）

1975年
10月18日

○○代表取締役
社長

～

40・・・・△△入社
・当社取締役（現任）

1980年
10月30日

■■取締役

 「役員の状況」においては、役員に係る情報（氏名、略歴、任期等）及び女性比率等が記載事項とされているため、決議を予
定している内容を記載。

所有株式数
（株）

任期略歴生年月日氏名役職名

80・・・・▲▲入社
・当社代表取締役社長（現任）

1970年
３月７日

●●代表取締役
社長

～

60・・・・▲▲入社
・当社取締役（現任）

1975年
10月18日

○○取締役
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６．監査の状況

総会前に開示＜24年9月期＞総会後に開示＜23年9月期＞

第４【提出会社の状況】
４【コーポレート・ガバナンスの状況等】
（３）【監査の状況】
① 監査役監査の状況

有価証券報告書提出日現在、当社の監査役会は、５名の監査役（うち３
名は社外監査役）で構成されています。監査役（社内）２名は、それぞれ、
当社及び当社子会社における豊富な経験を有し、常勤監査役に選任されて
います。また、社外監査役は、経営者としての豊富な経験と知見を有する、
または公認会計士、弁護士としての豊富な経験と知見を有し、監査役に選
任されています。常勤監査役穎川純一氏は、過去に当社において長年にわ
たり経理財務部長として業務に携わり、社外監査役川上豊氏は公認会計士
の資格を有し、財務及び会計に関する相当程度の知見を有しています。社
外監査役越直美氏は弁護士の資格を有し、企業法務や経営実務に関する相
当程度の知見を有しています。
常勤監査役の内１名が、監査役会の議長及び特定監査役を務めています。

監査役を補佐する独立の組織として監査役室を設置しており、専任者を長
とするスタッフが機動的に対応する体制としています。
常勤監査役は、監査計画に基づく監査活動の一環として書類を閲覧し、

社内の主要会議に出席し（取締役会10回、経営会議46回、その他全ての全
社委員会に出席）、社内の内部統制関連部署やグループ会社の監査役等と
定期的に会合を持つとともに、会計監査人や監査室と定期的に会合を持ち、
緊密な連携を通じて当社の状況を適時適切に把握する体制をとっています。

なお当社は、2024年12月18日開催予定の定時株主総会の議案（決議事
項）として、「監査役２名選任の件」を提案しており、当該議案が承認可
決されますと、監査役会は引き続き５名の監査役（うち３名は社外監査
役）で構成されることになります。

第４【提出会社の状況】
４【コーポレート・ガバナンスの状況等】
（３）【監査の状況】
① 監査役監査の状況

当社の監査役会は、５名の監査役（うち３名は社外監査役）で構成され
ています。監査役（社内）２名は、それぞれ、当社及び当社子会社におけ
る豊富な経験を有し、常勤監査役に選任されています。また、社外監査役
は、経営者としての豊富な経験と知見を有する、または公認会計士として
の豊富な経験と知見を有し、監査役に選任されています。常勤監査役穎川
純一氏は、過去に当社において長年にわたり経理財務部長として業務に携
わり、社外監査役川上豊氏は公認会計士の資格を有し、財務及び会計に関
する相当程度の知見を有しています。
常勤監査役は、監査計画に基づく監査活動の一環として書類を閲覧し、

社内の主要会議に出席し（取締役会10回、経営会議51回、その他すべての
全社委員会に出席）、社内の内部統制関連部署やグループ会社の監査役等
と定期的に会合を持つとともに、会計監査人や監査室と定期的に会合を持
ち、緊密な連携を通じて当社の状況を適時適切に把握する体制をとってい
ます。

出典：株式会社三菱総合研究所

 「監査の状況」においては、監査役監査の組織、人員及び手続等が記載事項とされているため、決議を予定している監査役
会の体制の概要を記載。
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総会前に開示＜24年3月期＞総会後に開示＜23年3月期＞

７．役員の報酬等

第４【提出会社の状況】
４【コーポレート・ガバナンスの状況等】
（４）【役員の報酬等】

① 役員の報酬等の額又はその算定方法の決定に関する方針に係る事項
［報酬決定プロセス］

役員報酬の決定方針は、以下の通りです。
イ．月額報酬（固定報酬）

（略）
ロ．業績連動報酬（利益連動役員賞与）

（略）
ハ．譲渡制限付株式報酬

（略）

上記に加え、当社は、2024年５月13日開催の取締役会において、役員
報酬制度の見直を行い、当社の社外取締役及び監査役に対する譲渡制
限付株式報酬制度（以下「追加制度」といいます。）の導入を決議し、
追加制度に関する議案を2024年６月25日開催予定の第122期定時株主総
会（以下「本株主総会」といいます。）に付議することといたしまし
た。

１．追加制度の導入の目的及び条件
（１）導入の目的 （略）
（２）導入の条件

追加制度は、対象役員に対し、譲渡制限付株式の付与のための
金銭報酬債権を報酬として支給するものであるため、追加制度の
導入は、本株主総会においてかかる報酬を支給することにつき株
主の皆様のご承認を得られることを条件といたします。
（中略）

本株主総会では、社外取締役については取締役株式報酬枠の内
枠で、監査役については上記の監査役の報酬枠とは別枠で、対象
役員に対して追加制度に係る報酬枠を設定することにつき、株主
の皆様にご承認をお願いする予定です。

第４【提出会社の状況】
４【コーポレート・ガバナンスの状況等】
（４）【役員の報酬等】

① 役員の報酬等の額又はその算定方法の決定に関する方針に係る事項
［報酬決定プロセス］

役員報酬の決定方針は、以下の通りです。
イ．月額報酬（固定報酬）

（略）
ロ．業績連動報酬（利益連動役員賞与）

（略）
ハ．譲渡制限付株式報酬
（略）

 「役員の報酬等」においては、報酬等の額又はその算定方法の決定に関する方針の内容及び決定方法等が記載事項とさ
れているため、決議を予定している役員報酬の概要を記載。

出典：株式会社ティラド
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